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営農対策ゾーン
（営農対策のみで改善が可能）

常緑植生ゾーン
（牧草・果樹・花木など）

非畑地ゾーン
（山林・原野・宅地・道水路など）

被覆変化植生ゾーン
(キビ・パイン・野菜など)

ほ場の物理的な要因（斜面長L・
勾配S）により４段階に区分
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土木対策＋営農対策ゾーン
（営農対策のみでは改善が困難）

勾配修正重点ゾーン
（ほ場勾配を緩和する対策）

斜面長修正重点ゾーン
（ほ場の斜面長を短くする対策）

①フルプラン（現状で考えられる最大の対策）

現状のゾーニング

被覆変化植生ゾーン

土木対策フルプラン
（発生源対策・流出防止対策・外的要因発

生カ所対策）

営農対策フルプラン
（土地利用計画・営農対策）

具体的な対策のゾーニング

②中期目標（地域が一体となった効率的かつ持続的な目標）

土木対策中期目標
（発生源対策・流出防止対策）

営農対策中期目標
（土地利用計画・営農対策）

整備目標

評　価

石垣島で地域が一体となった効率的かつ
持続的な流出削中期減目標の策定

「轟川流域農地対策マスタープラン」
（H17.3）の対策目標値

第2編．流域対策目標策定

第1章．流域対策目標の策定方針

陸域からの赤土等流出削減目標値を設定するには、赤土等流出による水域及び海域への定量

的な削減目標に準じた値を検討する必要がある。しかしながら、現時点ではこの様な数値目標

並びに設定手法は確立されていない。

このため本編では、ほ場一筆毎に調査して作成された赤土等流出危険度マップを基に、対策

の面的重点ほ場をゾーニングし、地域協議会や地元関係機関等に助言を求めた上で「営農対策

目標（フルプラン 「土木対策目標（フルプラン 」を検討し、更に「石垣島で地域が一体）」、 ）

となった効率的かつ持続的な流出削減中期目標」の策定を行った。

なお、石垣島の轟川流域においては、モデル事業において地域と一体となった具体的な対策

及び推進等について検討を行い「轟川流域農地対策マスタープラン （轟川流域農地赤土対策推」

進検討委員会）が平成17年3月に策定されている。

そのため本編では、轟川流域を除いた石垣島全域のゾーニング並びに営農対策目標、土木対

、 。策目標を策定した上で 轟川流域の対策目標値を加味した石垣島全域の対策目標値を策定した
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